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日本病院会 2024 年度第 1 回定期理事会、社員総会 2024.5.25 於 The Okura Tokyo 

 

【相澤会長挨拶】 

・  昨日厚労大臣に呼ばれ、ベースアップ評価料の算定に関する計画書の提出が

進んでいないことに対して、日病から会員病院への働きかけを依頼された。

各病院はただでさえ苦しい経営状況の中で、かえって持ち出しになりかねな

い制度への対応に苦慮しており、またどうしていいかわからないことが多い

ため、相談窓口の設置を進言したが、何に困っているかについての具体的な

内容を日病でまとめて提出するように指示された。また、DX の推進における

マイナ保険証の利用促進については、資格確認はできるが現実に使えるもの

なのかが不透明で、窓口負担が複雑化してすべてカバーできない点などの不

便さが利用の進まない一因であり、厚労省の進め方に問題があることを日病

として正していきたい。 

【承認事項】 

1. 正会員の状況（2024 年 5 月 25 日現在） 

1 年前との比較で、病院数は 43 増、病床数は 6,436 増であった。国に申し

入れ等を行う際には、病院数の多さが効果的であることが分かった。引き続

き会員病院数の増加に努めたい。 

 
2. 病院総合医 認定承認について 

新たに 23 名を認定、更新認定者は 41 名であった 

3. 総会資料の 2023 年度事業報告書（案）、収支決算報告（案）の説明があった 

【報告事項】 

 1. 各委員会等の開催報告について 

 ①病院総合医評価・更新委員会、病院総合医認定委員会 

・  認定審査 23 名、更新審査 41 名全員を「適」とし、認定委員会に諮った結

果、全員が認定された。現在の細則では、更新の要件として『更新には、医療

安全管理や医療政策等の講習会・セミナー等に定期的に参加し、状況の変化

に適応できる能力を養うことが望ましい』という表現に留められていること

から、当委員会で出された意見（病院総合医としての活動や、セミナー・講

習会への参加実績等）をまとめて認定委員会に諮り、明確な形で更新の要件

を提示できるように協議を進めることになった。「厳しすぎると更新者が減り、

甘くなると質が担保できなくなる懸念がある。議論を積み重ねながら、充実

していければよい」との考えが委員長より示された。 

・  病院総合医の協働・連携に関する取り組みを、日病、全日病、全自病の 3 病

院団体で進めていく方向で準備している。 

経営主体 病院数 病院数比率 病床数 病床数比率

国 180 7 67,401 10

自治体 429 17 148,194 22

その他公的 302 12 99,889 15

公的・計 911 36 315,484 47

私的・計 1,648 64 352,944 53

総数 2,559 100 668,428 100
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②QI 委員会 

・  令和 6 年度診療報酬改定で医療の質関連が加わることから、診療報酬上有利

になるなどの PR を行い、QI プロジェクトの参加施設数を増やす方法を継続

して検討する。⇒ その一方で、標準病院群では参加することによる機能評価

係数Ⅱへの貢献はあまり期待できないとの指摘がある 

③診療報酬検討委員会 

・  最新の疑義解釈を追加した令和 6 年度診療報酬改定ポイント Ver2.0 を公開

した。また、施設基準に定められている研修要件一覧の作成を行い、研修を

増やしていく。 

・  2024 年度病院経営定期調査を 3 病院団体で実施する。調査票案の説明があ

り、「不足している職種」、増員することにより診療報酬上の加算が取れる「増

員したい職種」を設問項目に追加することとした。 

・  令和 6 年度診療報酬改定要望事項の結果は、〇2、△2、×2 であった。 
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④日本診療情報管理学会 POS 等検討委員会 

・  質を担保した標準化退院時サマリーの確立について、コンテンツの選択およ

び表示枠のあり方を具体的に示した「退院サマリー作成に関するガイダンス」

を基に退院時要約の構築がなされなければいけないとし、本ガイダンスをい

かに普及させていくかが課題であるとした。 

・  電子カルテ情報共有サービスへの参画推進については、時間や場所に依らず

コアな診療情報を獲得できる仕組みとして「随時サマリー」構想を挙げ、そ

の意義を確認した。具体的には、退院時要約等の診療記録に関する標準化推

進合同委員会にて作成された「随時サマリー構成のためのガイダンス」の重

要性を認識し、診療情報管理学会内での周知を図っていきたいとした。 

・  患者の生活機能サマリー構築においては、「鹿児島モデル」の取り組みにつ

いて報告があり、2024 年 3 月から実稼働を開始したとのことであった。その

進捗や中途結果を踏まえて、標準的な生活機能評価法の妥当性や有用性を確

認し、標準化看護サマリーの構築提案に向けていきたいとした。 

2. 日病協実務者会議について 

・  国立大学病院長会議より、特定集中治療室管理料等の特定入院料については、

総合周産期特定集中治療室管理料と同様に、「専ら該当する診療科に従事する

医師（宿日直を含む）が常時 1 名以上病院内に勤務、2 名のうち 1 名は専任

医師として治療室で診療が必要な際には速やかに対応できる体制であること」

を新たに医師配置状況として認める要望が提案された。現在複数の大学で施

設基準の勤務体制を満たすことができない状況から施設基準を引き下げて運

用すると、年間で約 868 百万円減額の見込みとの説明があった。医師数、看

護師数、患者数等の人数で基準を策定されると、病院経営が成り立たなくな

る地域の病院があるとの意見が挙がった。 

3. 中医協について（第 589 回）～今は診療報酬制度のメンテナンスの時期 

・  新医薬品について：18 成分 22 品目。高額薬剤が多い 

・  新薬算定における係数について 
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・ 用法用量変化再算定及び市場拡大再算定品目について 

 

・ 類似薬算定のための薬剤分類（改訂第 14 版）について 
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・ 最適使用推進ガイドライン：ネモリヅマブ～アトピー性皮膚炎に伴うそう痒 

・ 最適使用推進ガイドラインの簡略化：再審査期間を終え、有効性及び安全性

に関する情報が十分に蓄積された品目/効能・効果に関しては、事務的な手続

きの簡略化を目的として行う。今般キートルーダを簡略版 GL に改訂する。 
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・ 医薬品・医療機器等の費用対効果の総合的評価案について 

 

 

 

 

費用対効果評価対象品目 

 評価中のもの：17 

 評価終了  ：37 
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・ 現行の「高額薬剤判定」の運用方法について 

 

 

4. 四病協 医業経営・税制委員会について 

・ 令和 7 年度税制改正要望について 

予算要望と同様に要望の重要度に分けた構成とし、実現の可能性の高い要望

を上位に位置付けてはどうか。賃上げ促進税制の税額控除できる上限額につ

いて、医療界のように人件費率が高い業界にとっては上限が厳しいため、緩

和を要望してはどうか、等の意見を含めて、次回委員会までに各団体で検討

し、8 月を目途に厚労省に提出する予定とした 
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・ 控除対象外消費税問題について 

4 月の日病協代表者会議において、控除対象外消費税の問題について、「医

療機関ごとのばらつきが大きいため、それをデータとして示し、診療報酬に

よる補填には限界があることを訴えていきたい」として、個々の医療機関の

診療報酬による補填状況を独自に調査する方針となった。これについて、全

日病・猪口会長より当委員会で調査方法等を検討してほしいとの依頼があっ

たが、調査・分析にはかなりの作業負担がかかること、外注には 1 千万円単

位の費用がかかることなどが問題となり、「どこが主体となってどの程度の規

模で調査をするのか」等の方向性を猪口会長に示してもらうこととした。 

5. 第 3 回 新たな地域医療構想等に関する検討会 ～ 第 2 回関係団体・有識者

ヒアリングが行われた 

 

 

文責：谷口健次（小牧市民病院） 


